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国有林野の貸付申請及び保安林解除関係書類作成
業務委託共通仕様書 (案)

第１条 適 用 範 囲

１. この共通仕様書は､ 福島県土木部の施行する建設工事に必要な国有林野の貸付申請及び保安林解除関係書類

(以下 ｢申請書類等｣ という｡) 作成のため土地等の測量・調査及び申請書類等作成業務の一般仕様を示すもので､

これによりがたい場合又は､ これに記載のない場合等については､ 別に指示する特記仕様書によるものとする｡

２. 特記仕様書又は設計図書に記載された事項は､ この共通仕様書に優先する｡

第２条 作業の実施

本業務委託の実施にあたっては､ この仕様書に定めるほか､ 土地等の測量のうち一般的事項は､ 福島県土木部

制定の測量業務共通仕様書及び用地測量等共通仕様書によるものとし､ 測量調査事項については､ 林野庁制定の

国有林野測定規程､ 所轄森林管理局制定の図根測量作業仕様書､ 境界検測作業仕様書､ 境界作業仕様書及び収穫

調査規程等によるものとする｡ また､ 申請書類等の作成業務に関しての一般事項は､ 福島県土木部制定の土木設

計業務等共通仕様書によるものとし､ 申請書類等の内容事項については､ 森林法施行規則､ 林野庁制定 ｢保安林

の転用に係る解除の取扱いについて｣ 通達及び保安林の転用に係る解除の取扱要領並びに所轄森林管理局制定の

国有林野管理事務取扱細則等によるものとする｡

第３条 作 業 工 程

受注者は､ 契約書､ 仕様書及び図面等に基づき次の手順より実施するものとする｡

� 各種打合せ

受注者は､ 測量・調査及び申請書類等の作成等にあたっては､ 所轄森林管理局・森林管理署及び県 (以下

｢所轄関係機関｣ という｡) と緊密な打合せをするものとする｡

なお､ 打合せ回数については､ おおむね次を標準とする｡

� 作業着手前

� 成果の取りまとめ (３回)

� 成果物提出時 � 

事前調査

受注者は､ 所轄関係機関において国有林野台帳を閲覧し､ また､ 国有林野基本図を入手し､ 国有林名､ 林班､

小班及び数量等を調査のうえ土地調査表に記入するものとする｡

� 図根点 (基準点) 測量

受注者は図根点 (基準点) 測量を行う場合は､ 所轄関係機関の担当職員立会いのうえ､ 林野庁制定の国有林

野測定規程等に基づき実施するものとする｡

� 用地幅杭設置

受注者は､ 用地幅杭の設置を行う場合は､ 測量業務共通仕様書によるものとする｡

ただし国有林野の測定規程等に抵触し､ その範囲を変更する必要が生じた場合は､ 事前に監督員等と打合せ

をし､ その指示を受けるものとする｡

� 用地測量

受注者は､ 用地測量を行う場合は､ 国有林野基本図に基づいて実施するものとする｡ なお､ 実施にあたって

は所轄関係担当職員の立会いのうえ行うものとし､ 測量方法は多角測量により実施するものとする｡

� 面積計算

受注者は､ 測量した土地の用途区分ごとに､ 面積を算出し､ 土地調査表に記入するものとする｡ なお､ 面積

の算出方法は､ トランシット測量においては経緯距法､ コンパス測量においては三斜法により求めるものとす

る｡

国有林野貸付申請 (保安林解除)
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� 立木調査

受注者は､ 対象調査区域内の立木調査を行う場合は､ 所轄森林管理署担当職員の立会いのうえ林小班､ 用途

ごとに樹種別､ 本数を調査するものとする｡ ただし､ 小規模なもの等は､ 監督員等の指示を受けるものとする｡

� 申請書類等の作成

受注者は､ 申請書類等の作成にあたっては､ 発注者の貸与する設計図書及び用地測量調査等の資料に基づき

所轄森林管理局制定の様式により作成するものとする｡ なお､ 技術上当然必要と認められる事項については､

監督員等の指示により請負者の責任において充足しなければならない｡

� 貸与申請の場合は､ 別表１の貸付申請関係書類を作成するものとする｡

� 保安林解除の場合は､ 別表１の保安林解除関係書類を作成するものとする｡

上記書類の作成にあたっては､ あらかじめ所轄関係機関の指導等を適宜省略することができるものとする｡

第４条 補 正 等

受注者は､ 打合せの際､ 所轄関係機関から指示された事項について監督員と協議のうえ､ すみやかに訂正､ 補

足その他の措置をとるものとする｡

第５条 測量成果物の検定
受注者は､ 測量調査等の成果物について責任をもって検定を行うものとする｡

第６条 検 査

受注者は､ 所轄関係機関との打合せを終了した後に検査を受けるものとする｡
第 ７ 条 成 果 物
受注者は､ 業務が完了した後､ 別表２の成果物一覧表及び特記仕様書に示す成果物を提出しなければならない｡

国有林野貸付申請 (保安林解除)
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別表－1 貸付申請及び保安林解除関係書類一覧表

� 国有林野貸付申請関係

(｢関東森林管理局 国有林野管理規程取扱細則｣ による)

国有林野貸付申請 (保安林解除)

提出書類
の 番 号 提 出 書 類 ※１

提出部数 ※２

１ha未満 １ha以上

申 請 書

正本１部

副本１部

計 ２ 部

正本１部

副本２部

計 ３ 部

申請理由書

１ 位置図 (１／50,000､ １／25,000)

２ 区画図 (１／5,000)

３ 実測図 (１／1,000､ １／5,000)

４ 測 量 野 帳

５ 面積計算図 (簿) 兼実測図

６ 事業計画図又は利用計画書 (平面図)

12 議決書謄本又は専決処分書､ 事業採択通知書

13 専決処分の場合､ その根拠となる条例等の写

14 予算又は資金計画書 (資金の裏付けを証する書類を含む)

16 行政庁の許認可書

17 利害関係者の同意書

18 無償・減額の場合､ 根拠法令に該当することを証する書類

21 民有地の権利者の承諾書又は契約書

22 その他の権利者の承諾書

23 事業計画書

24 工事設計書

25 工事仕様書

26 工事工程表

27 防災施設等計画書 (緑化計画書を含む)

28 防災施設等設計書

29 防災施設等仕様書

30 防災施設等工程表

31 土量計算表及び土捨場包容量計算書

32 土量計算表集計表

33 土捨場包容量計算表

34 施設の設計図 (縦・横断図､ 詳細図､ 構造図､ 土工定規図)

35 残土処理計画書 (同上各図面及び位置図)

36 防災施設等の設計根拠資料

37 防災施設等の設計図 (施設の設計図の各図面､ 構造物安定計算書)

38
流域現況図 [流域の地形､ 土地利用の実態､ 河川の状況 (河川の
地点の位置､ 開発に伴い増加するピーク量を安全に流下させるこ
とができない地点の位置等) を示す図面]

39 河川管理者等の同意書

40 集水区域図

41 排水施設計画流量計算書

42 流域土砂貯留施設計画計算表

43 建築物等構造図

44 その他森林管理署長が必要と認めて指示した書類

45 現 況 写 真

※１ 本表は､ 公共工事全般に係る提出書類を記載したものであり､ 各事業において全て提出する必要
がなく､ 案件によって提出書類を選択すること｡

※２ 森林事務所分を含めた森林管理署への提出部数であり､ 報告書の必要部数ではない｡
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� 保安林解除申請関係

(林野庁通達 ｢転用に係る保安林解除の進達書類の編さんについて｣ による)

国有林野貸付申請 (保安林解除)

提出書類
の 番 号 提 出 書 類 ※１

提出部数 ※２

通常の場合 保健保安林
の 場 合

申 請 書

正本１部

副本４部

計 ５ 部

正本１部

副本５部

計 ６ 部

４ 事業計画の概要

６ 保安林解除位置図 (１／20,000)

７ 保安林解除調査地図 (１／5,000)

８ 現 況 写 真

９ 受益者同意書

10 施設の用地計画及び事業計画図兼保全施設計画図

11 事業計画書 (解除理由も記載)

12 工事工程表

13 施設の設計書

15 排水施設計画流量計算書

16 施設の安定計算書

17 議会の議決書抄本又は資金の調達方法を記載した書類

19 損益計算書､ バランスシート､ 登録証明､ その他

20 代替施設計画書

21 代替施設設計書

22 代替施設仕様書

23 代替施設安定計算書

24 流出土砂貯留施設設計計算書

25 法令等による許認可書等

26 法人登記簿又は団体代表者の氏名､ 規約､ 組織運営に関する書類

29 土量計算書 (集計表)

30 残土処理計画書

31 面積計算図 (丈量図)

32 保安林解除図

33 施設の設計図 (標準横断図)

34 残土処理計画図 (平面図､ 縦断図､ 横断図)

35 代替施設の設計図 (平面図､ 縦断図､ 横断図､ 構造図､ 定規図､
詳細図)

36 そ の 他

※１ 本表は､ 公共工事全般に係る提出書類を記載したものであり､ 各事業において全て提出する必要
がなく､ 案件によって提出書類を選択すること｡

※２ 森林事務所分を含めた森林管理署への提出部数であり､ 報告書の必要部数ではない｡
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国有林野貸付申請 (保安林解除)
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国有林野貸付測量仕様書

(適用範囲)

第１条 本仕様書は､ 福島県が実施する国有林野の貸付使用､ 使用許可及び使用承認申請に必要な測量作業に適用

する｡

(関係規程)

第２条 本業務遂行に当っては､ 本仕様書の他国有林野測定規程､ 福島県共通仕様書 (業務委託編) によるものと

する｡

(立入手続)

第３条 作業に先立ち監督員と協議の上､ 民有地への立入通知及び国有林への入林届の手続をしなければならない｡

(現地調査)

第４条 現地調査とは当該区域の既設境界､ 新設境界及び隣接所有者等の現況を把握する作業をいう｡

(境界検測)

第５条 境界検測とは､ 既往の測量成果に基づき､ 既設境界位置の再確認をする作業をいう｡

作業に先立ち既往の測量成果の貸付を受けるものとする｡

作業は､ 国有林野測定規程の境界検測の方法により行い､ 成果は次の手簿､ 計算簿及び図書にまとめるものと

する｡

１. 位置図 ２. 測系図 ３. 検測手簿 ４. 座標及び高低計算 ５. 方向角及び距離計算簿 ６. 検出手簿

７. 隣接所有者調査表

(検測結果の承認)

第６条 境界検測の成果は､ 森林管理局の承認を得なければならない｡ 境界測量は承認後に行うものとする｡

(用地境界杭設置)

第７条 貸付境界は､ 用地幅線杭設置に準じて現地に仮杭を打ち､ 発注機関､ 森林管理署及び関係者の立合承認

を受けた後､ 所定の境界杭を設置するものとする｡ 境界杭には所定の符号､ 番号を貼付及び刻むものとする｡

(境界測量)

第８条 境界測量とは､ 貸付境界点の位置を測量する作業をいう｡

境界測量は図根点又は検測を終了した既設境界点に基づき多角測量方式により境界点の位置及び標高を測定す

るものとする｡

使用する測量器材は別表１､ 観測方法及び公差は別表２に掲げるとおりとする｡

(面積計算)

第９条 境界測量が終了したときは､ 貸付区域について面積計算を行うものとする｡ 面積計算は､ 座標値を有する

点によって囲まれた区域については経緯距法により行い､ その他のものについては図解法又はプラニメーターに

より行うものとする｡

面積は､ 単位以下４位まで算出するものとする｡

(計算簿等整理)

第10条 境界測量の記録及び成果は次に掲げるものを作成する｡

� 境界測量簿類

① 位 置 図

② 境界測量手簿

③ 座標及び高低計算簿

④ 実 測 図

⑤ 面積計算図

国有林野貸付測量
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⑥ 面積計算簿

� 境界基本図・区域図 １／5,000

(予備標設置測定)

第11条 ここでいう予備標とは､ 境界線が工事等のため一時撤去する場合に設けるものをいう｡

予備標は撤去する境界標１点につき２点以上の予備標から復元できるよう設置するものとし､ 作業は境界測量

に準拠して行うものとする｡

別表１ 境界測量における測量器材

国有林野貸付測量

観測区分 使 用 器 材 性 能 備 考

角 度 ト ラ ン シ ッ ト 水平目盛盤の最小読定値が１′以

内であること

１. 光学求心装置にくるいがなく

正常であること

２. 各回転部にくるいがなく円滑

であること

３. その他各部の機能が円滑に作

動すること

距 離 光 波 測 距 儀 １. 最小読定値が㎜であること

２. 精 度

� 測定距離が２㎞以上可能

(検定書による) なものは

± (10㎜＋D÷10万)

� 測定距離が２㎞未満 (検定

書による) のものは±30㎜以内

１. 光学求心装置にくるいがなく

正常であること

２. デジタル表示ランプが正常で

あること

３. モニターメーター表示が規定

どおりであること

鋼 巻 尺 １. 目盛のある部分の長さが50�

以内であること

２. 目盛は㎜であること

１. 使い古されていないものであ

ること

２. 目盛が㎜まで正しく読取るこ

とができること

スチロンテープ １. 目盛のある部分の長さが50�

以内であること

２. 目盛は㎜であること

１. 使い古されていないものであ

ること

２. 目盛が㎜まで正しく読取るこ

とができること

(注) Ｄは測定距離で㎞単位
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別表２ 境界測量における観測方法及び公差

国有林野貸付測量

区 分 市街地及びこれに準ずる地域 そ の 他 の 地 域

水

平

角

観 測 回 数 １ 対 回 １ 対 回

公

差

角規約に対する
較 差 １′ �� 1.5′ ��

既定角に対する
較 差 １′ �� 1.5′ ��

鉛 直 角 観 測 回 数 １ 対 回 １ 対 回

距

離

測 定 回 数 ２ 回
(２セット以上)

２ 回
(２セット以上)

公差 読 定 較 差 １ ㎝ 以 内 ２ ㎝ 以 内

座標計算 公差 閉 合 差 距離の総和の2,000分の１ 距離の総和の1,000分の１

高低計算 公差 閉 合 差 20㎝ �� 20㎝ ��

(注) １. ｎは､ 水平角にあっては測点の数､ 高低計算にあっては使用した辺数

２. 距離測定回数の ( ) は光波測距儀の場合
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の設計書として必要な加工､ 追加等を行い､ 工事等の発注図面､ 数量総括表 (数量計算書) を作成するものとす

る｡ なお､ 数量総括表 (数量計算書) は工事工種体系に従うことを原則とする｡

３. 積算資料作成

受注者は､ 積算のために必要な諸数値 (システム入力データ等) の算定を行うものとする｡ 発注者から貸与さ

れる工事等の施工のための工程計画及び仮 (架) 設計画､ 特記仕様書 (現場説明時の参考資料を含む) の各案の

確認及び修正を行ったうえで､ 明確にすべき使用材料､ 施工方法等の条件の抽出・整理を行うものとする｡

４. 積算データ入力 (データリストの作成)

� 受注者は､ 土木工事標準積算基準等の積算基準類及び第１項から第３項の結果を基に､ 積算システム
へのデータ入力を行い､ その結果を　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　指定フォルダ　に保
存し提出するものとする｡

� 監督員は積算システムへのデータ入力に必要な資料を受注者に貸与するものとする｡

５. 特記仕様書 (案) の作成

受注者は前4 項で行った現場条件の調査､ 施工方法を整理した結果等に基づき､ 工事等の設計書に添付する特

記仕様書 (案) を作成するものとする｡

第3003条 留 意 事 項

１. 受注者は､ 業務を履行するにあたり､ 次の事項についてもあわせて実施すること｡

� 設計成果物の内容把握

発注者から貸与された設計成果物について､ 設計思想､ 留意事項及びその他必要事項を把握すること｡

� 関連工事の把握

発注者より積算上密接に関連する工事の指示があった場合は､ その積算に係る条件等を把握すること｡

� 新技術及び特許工法等の把握

新技術 (ＮＥＴＩＳ登録技術に限る) 及び特許工法等 (特許権､ 実用新案権､ 意匠権､ 商標権その他日本国

の法令に基づき保護される第三者の権利の対象となっている施工方法 (工事材料を含む)) が指定されている

場合は､ 作成する工事発注図面､ 又は特記仕様書 (案) 等に明示するとともに､ その積算に係る条件等を反映

させること｡

２. 受注者は､ 発注者の指示に従い､ 関連がある業務との情報共有を図るとともに､ そのために必要な資料の提出

等を実施すること｡

３. 受注者は､ 設計図書に定めのない事項については､ 関係法令等によるものの他､ 次の基準等を参考に技術的判

断を行うとともに､ 当該業務を適正に履行すること｡

� 土木工事標準積算基準 (除染作業業務に係る業務である場合 ｢福島県除染作業暫定積算基準｣)

� 建設機械等損料算定表

� 共通仕様書 土木工事編Ⅰ､ Ⅱ､ Ⅲ (土木工事共通仕様書､ 土木工事施工管理基準及び規格値､ 参考資料)

(除染作業業務に係る業務である場合 ｢福島県除染作業共通仕様書｣)

� 土木設計マニュアル ｢数量算出編｣ 及び ｢設計積算編｣

� 福島県土木部数量総括表作成要領

第3004条 報 告 等

１. 受注者は､ 積算関係資料 (積算を行うための工事設計図書及び数量計算書､ 積算資料､ 特記仕様書 (案)､ 積

算データ等) の管理体制及び情報セキュリティに関する対策の実施状況について確認し､ 毎月､ 第1015条業務履

行状況の報告において､ 監督員へ報告するものとする｡

２. 業務完了時においても業務の対象となる事業が継続している､ 若しくは対外調整が未了である場合など､ 業務

完了時点において継続して処理すべき事項がある場合は､ 以下の項目を書面 (引継事項記載書) で提出するもの

発注者支援業務
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